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戦後ソ連の工業化と企業組織

- 工作機械工業部門 を中心 に して-

清 端 佐 登 史

Ⅰ は じ め に

ソ連での社会主義建設は主に工芽化 によ って達成 され てきたが,戦後 も1950

年代後半 までは重工業優先政策が強力に推進 されて きた｡ よ う や く60年代 に

入 って,消費財生産の立後れや部門間のアソ/;ラ,/スな どが大 きな問題 として

クローズ ･ア ップされ,重工業 に過度に偏侍 した産業政策が手直 しされ て きて

い るが, ともあれ このよ うな経緯のなかで現在 ソ連の鉄鋼,各種設備 ･機械 と

い った生産財生産は, LLF界的に も卓越す るに至 った｡

本稿では この工業化 を研究す る際 の 1つの新 しい視点 として,工業化政策は

企某組織 を担い手 としては じめて可能であ り,またその具体化 のための諸課題

も遂行 しうるとい う点 に注 目したい｡い うまで もな く,企業 のあ り方は各国経

済発展の鍵をにぎる根本的問題であ り,近年 生産 の社会化 の進展 との関連にお

いて注 員をあつめつつあるが,工業化 との関連において もこの視点は きわめて

重要 であ ると思われ る1)0

工作機械は機械 をつ くる機械 で全機械⊥業 の基 礎 となる ものであ り, そのた

め工作機械=某は工業化の中核 として もっとも藍要 な役割 を果た して いる2'O

]) 戦後,ソ連の=業化については経挿管性の変化を中心に検討されてきたものが多いと思う｡産

業部門に焦点をあてた検討には.㊤欧米研究者の東西技術ギャップに力点をおく分汎 ④戦後帝
国主義との対抗-冷靴下でのソ連の再生産椎追分机 ㊤生産の社会化の進展に往Elした分侃 U)

3つがあるO本稿では.④の立場に依拠しつつ工業化の展開を具体的に検討していくこととする.
2) ｢国民経済工業化o)重安な意義は,社会の主要な工業生産が磯税制大工業によって営なまれる
だけでなく,その中心的基礎である生産手段生産部門,とくに労働手段の生産部門である松枝紫
具工業が,機枕をつくる戟械工業- 工作機械=業を中核に確立し,展開しているという点に求

められねばならない｣｡中村静治｢現代=業経済論｣.1973年,71-72ページ.
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社会主義経済においても=作磯械工業は国民経済発展のてことして優先的に,

政策的に発展する｡

革命前の社会の後進性をひきついだソ連でも,社会主義建設をすすめるうえ

で工作機械工業の発展は不可欠であったが,万能型企業8)が工業生産全般にわ

たって主要な位置を占めることになったOこれは以後の工業化に影響 し,現在

も維持 されている4)O

さて現在, ソ連工作機械工業研究者のうちで注目され る の は J グラント

(J Grant)であるが5㌔ かれは, ソ連では相対的に単純な工作機械が大量に生

産され,量的には世界第 1位であるが質的には欧米に劣 り,なお ソ連横根工業

は輸入に大 きく依存 していると指摘している｡そしてソ連がアメリカよりも大

量に機械を生産 .消費している要因として両国の消費構造上の相違 と生産構造

上の相違の2つをあげている｡前著は,(カソ連で軍事を含む生産財生産が強調

され, とくにそこでの切削機需要が大 きいこと,②専門化されていない巨大修

理 ･予備部品工業の需要をみたすために大量の汎用機が必要なこと,④毎年大

量の工作機械が部門,職場を問わず更新されていること,④磯城の修理が多 く,

利用水準が低いので,不断に需要が大 きいこと,といった点である｡後者 とし

ては,① 自家製造の企業比重が大 きいこと,④生産- 消費関係が固定 してい

るため製品の質へのコン トロールが欠如していること,である｡

このように多 くの課題が提起されているが,それに比 して従来 ソ連の研究が

3) 芦田文夫.生産の社会化と社会主義的所有,長砂実･声EEl文夫踊｢ソ連社会主義論｣,19g1年,
29ページを参照｡万能型企業は,以下で詳述するが,これはユニノく-サル企業 (yHⅥBePCaJIL'nOe

rIPeATIprl31TWe)0)沢で他にも｢多部門的｣｢よろづや式｣とも訳されており.芦田尉こよると｢生
産の全サイクルを備えた巨大企業｣である｡

4)M.ドyプはこの点について,｢1つの発展径路に向って出発した場合.将来のある相当期間
にわたってその径路にとどまらねばならず. (いちじるしい資源の配置転換と浪費なしには)忠
に方向を変えることは不可能である｣ としている｡ M.Dobb.SomeAspecE30fEcoT10mfC
T)evelol･ment.ThTeeLectures,1955.p82 /ト野-一郎沢 ｢後進国の経済轟展と経済機構｣.
1956年.85ページ.

5) J.Grant.Sovletmachinetools･laggingtechnologyandrlSヱngImports,Sot"eteconomy

lnalmeofchangeAcompe.ldlumOfpapefs,submlt亡ed totheJEC CongressoLthe
UJlltedSlates,vo1.1.1979.
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大きく立後れているように思われる｡とはいえ,そのなかでもいくつかの注目

すべき分析 ･研究もなされつつある｡ち.m.サ べ - リンは工作機械生産組織の

状況を検討しており,凡 汎 パルテロヴィッチは工業設備生産 ･利用について

考察している8)O かれらの分析では機械が工学的に取扱われるのではなく,そ

れが政策 .=i画と不可分に位置づけられている0枚械生産のみに着Elするので

はなく機榎決定,立案から稼動までの過程全体を視野に収めているoこの点で

工業化を企業組織との関連でみようとする際,大いに示唆に富むものといえよ

う ｡

本稿では,このようなソ連,欧米での分析を手がかりに戦後ソ連での工作親

株工業の展開を万能型企業と0)関連において接近する｡そこでまず特殊な構造

の形成される経緯を追ってみよう｡

ⅠⅠ ソ連工作機械工業の基盤形成

ソ連における工作機械工業は現屯 自立した部門を構成しているo部門別管

理原則により工作赦械 ･工具工業省は金属切削機,鍛造 ･プレス機,鋳造設備,

工具等の生産を総括しており,製品別に専門化された企業総体が縦割 り行政下

で部門を形成しているわけである｡

このように工作機械工業が自立部門に区分されたのは第1次 ･第2次 5ヶ年

計画期である｡工作機械生産は新規工場建設と旧工場の再建,自動車など他の

工業部門からの工作機枕生産への参与によって発展し,1933年には金属工作枚

械実験科学研究所が発足しているOそして,優先的発展原則のもとで1937-38

年に一応の確立をとげた｡

戦後,1957年改革では,音即ヨ別の省 .庁計画,管理は行政的枠にしぼられ専

門化 ･協業化を阻止するとして,地域別管理に移され工作機械 ･器具省が廃止

された｡しかし,統一的 ･系統的な技術政策の実施が強調され,65年経済改革

6) CMB爪･3a6eJlTm,KoFtLGCFtmPaLVIRLAC,ZeLP a･aELSaLPH〝POJWbEuLJZeFtFLOClmlayChOOLは ･T

pc41OP〟bE,Nt,1970A M rlaJITePOBHtl.nJ8afLaPOBaFtLLenDmPe6fLOCmル806opy∂oOaFtLuE,
N1..1972,〔以下㊤と略記〕,〃ap〝npou380∂cm oefLFEO20060PyaoOafiuR.肌･,1970･
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で再び部門別管理がとられるなかで,工作機械 ･工具工業省として復活し,覗

在に至っているO

工業基盤形成史からみてソ連の特殊性は,ゼロからスター トしたこと,その

ため工作機械輸入に依存したこと,軍事生産上不可欠な部門である以上一挙創

出を要請されたこと,にある｡これに規定されて集権的管理のもとで工業企業

- 万能型企業が形成された｡万能型企業 とは自己の組織o)中に必要以上に多

くの小職場をかかえこんで再生産を自給自足的におこなう企業であるOそこで

紘,製品の研究 ･企画 ･生産 ･完成からそのための工具などの補助生産,サー

ビス業務 ･修理業務 ･基本生産の前工程的生産にいたるほとんどの業務が同一

企業内で遂行されている｡そしてそれはコス トがかかるが輸入工作機械の集中

的配置も可能な組織であり,短期的には適合的でもあったn 年産工程は万能的

に組織されて, しかも当初から行政的には高度に専門化され,生産物所管上,

他部門省に属する所管外企業7)が大きな比率をしめたO万能型企業は生産組織

を工程からみたものとするなら,所管外企業は管理,所轄からみたものという

ことができる｡工作機械生産において1940年,所管外企業は91あり,総生産

の53.8% をしめていた8)0

-万では縦割 り行政- 所管外企業の相互補完関係,他方では短期的にでは

あれ適合的であった万能型企業の存在に規定された形で工業基盤がっくられ,

優先的に戦後 もこの基盤が維持されてきたとみることができる｡したがって,

万能型企業がその出発点における制約から解放され,生産力 ･技術進歩に適合

しなくなったとき,管理と生産の布髄というソ連工作機械工業の脆弱な基盤は

一挙に表面化せざるをえないO

戦後機械生産組織をみるならばD), 次の3種の生産企業が浮かび上がってく

7) 本稿では,導入企業(tTpⅥElnetletmOerIPeZLrIPu月でⅥe)を所管外企業とよぷこととする｡これは,
他部門に所属し,自足のた桝こ当歳生産物を生産する企業である｡

8) 罪1兼を参照Oなお.工作故帆ま機械をつくる鎖状という性格上 全機械工業部門に閑適して
おり,とくに万鯉型企業の生産対象におかれたことが推定される｡

9) CMCA XefltIMatl,OpZaFW3a巧uOfLTEOICmPyfClnyPFtbLe如 FcmopbLBfCOTLO〟aqreCfCOZOPOCma

《3ⅠtoHOMHFEaHOPraHu3allⅥflrlpOMblurJTelMOrOrIPOH390.nCTJ3a》1980,m5.cワp44-52,3a∂avLt/
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る｡第 1は,省所属の専門企業であり,設備生産者部門に属する｡第 2は,省

の所属にない焼械製作工場で大量の労働者 ･設備が配分 されている｡ この場合

企業は設備消費者部門に属 しているが,それは納入の乱れ,横棚が消費者の要

請をみたしきれていないことの産物 といえるO第 3は,非椀械製作企業におiナ

る機械修理職場である｡現在=作機械を中核 とする金属加工設備の約半数がこ

こに設置されている｡後 2者は所管外企業に属 し, 1977年現在工作i幾板生産の

約 2割 をしめている｡またこの3位の企業は内部に工程が万能的に組織されて

いる万能型企業 と専門企業に区分 しうるO工作機械生産の場合,磯概が多 くの

機械工業部門,建設部門で必要 とされ るので万能型に工程を組織する所管外企

業が多いだけでなく,工作1幾械企業自体鋳造か ら組立,付属部品 ･コソピュー

ターなどまで生産する万能型介業化傾向が碗いoLたが って,工作橙械工業部

門は行政上では自立部門として管理されているが,実際には完全に自立 しえず,

企業組織に規定されて発展 している.

ⅠⅠⅠ 戦後工作機械生産と企業組織

ここでは工作椀械工業を通 じて戦後工業発展過程 を検討 しよう｡

第 1園は,工作機械10)生産台数,生産額,保有台数の推移を示 しているoま

た,第 1表は,工作機械生産における専門企業 と所管外企業の構成を示 したも

のであるOこのふたつの資料にもとづいてその意味するところを,以下,戦後

を3つの時期に分けて考察してみよう 11㌔

第 1期は,戦後1960年代初頭まで0)時期で戦後復興期にあたる｡生産台数は

1950年代後半急激に増加 しているが,保有台数は60年代に入 って伸び始めてい

＼paBeumLLH MauLELftOCmPOefiaX《BonpoeblさKOHOMⅥt(n》1981,Np8,cTp 24-34
10) 工作横枕は金属切削機と鍛造･プレス機に区分されるが.1980年現在.前者21_6J7台 (19億

4.400万ル-プリ),後者572万台(5億6.300万ループT))といった生産状況である.本稿では金属
切削機 (額で775%,台数で791%)のみを扱うo

ll) 国民経済全体における再生産構造の画期は二瓶剛見 ソビュト社会主義経済の戦後段晩 東京
大学社会科学研究所偏 ｢現代社会主義｣1977年参鳳,本稿でも基本的に1950年代末の画期と1960

年代から70年代の梯械=業の展開を考慮に入れたうえで区分した｡



[注] 1974年.77年の保有台数4.500,5,300はともに推定値である｡

(rll.節) 生産命数,生存拓はHapO且｡0eXo3舶cTBOCCCP各年度より作成した｡保有

台数は n NlrlaJITePOBFIL],IILGaFLaPOBafiLW Fu)mPe67EOCmLtC060.py∂oeaFiu比

M,:1972,CTP_122-123 y,ayLtulCfLuC LLC710AbBOOafLLIH O60pyaoeaFtLER e

jWaLuLLfWC′乃POeFtaa,(tBorIPOCbH KOHOMHKTl》1978,N5,CTP45H AIくyJIhBeLL
TexfiufJ0-3fCOfiÔiEILteCJrEEe nPU(JJZembE Pa3E,LlIIILLガ LmalWOC'nPOefW方爪,
1975,CTP 7-8 9KOllOM"tleCKa513tluHKJTOITeAHfI肌,1965,T3 CTP 179J
Grant,SDVletmachinetools lagglTlgteC上lnOlogyandflSlrlgImports.Sovwt

economyfnailmeOf change Acompendlum Ofpapers,sLlbmlttedtothe

JECCongressoftheUnl【edSEateS,VOl1,1979,p 558 より作成した｡



第 1表 金属切削機生産における専門企業,所管外企業構成

年 度

金属切削機総生産(台)

専門工作機械企業

∠巨 耗 台 数 (令)

(%)

所 管 外 企 業

生 産 台 数 (令)

(浴)

専門工作機械企業

企 業 数

t～.-L､

1企業当 り生産台数(令)

所 管 外 企 業

企 業 数

(%)

1企業当 り生産台数(令)

……£…冒ら 39,431

(558)

75,291

(642)

41,796

(358〕

90,807

(657)

47,483

(343)

竺 ｣｣ 竺 LL空 し

〔注〕 1964.1977年の数値は ともに概数である｡

(出所)B Nl.3a6eJ)叫 Kofi巧efimPaEiLIKaCIZetPaJulBaTia.qnPOMuLLLJeeffftOCmEIa yCJW Da.qXPeg,opNbE,M･,1970,CTP9-10m

ra3aJlrl印,HaBPeβLuae80nPOCbLCnCqaa･qt13aLWa eflPO･AEbLalJlefLliOCmEL くくBoIIPOCb1 9KOJIOMrlf(Ⅵ)) 1966,JQ8.CTP45nA

I(yJThBerl.TexTiEL〟0-37tOfiÔlurleCFCtLeIZPO6JleJ}tbLPaaBamLLH CmaFLTCOCmPOeFILIJt,〟,1975,cTP 26-28 J Grant,Soviet
maclllnetools.11agglngニーechnologyandrlSlngImports,SovwEeconomym afmeof change確AcornpendluJT10Ejlpapers.
SubmlttedtotheJECCollgreSSOftheUn】tedStates,vol1,1979,p570 より作成したD

Wt32%#l･2%
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るOそれで も1958年の保冶台数は 1940年の約 2.7倍 であるO生産台数 に比へて

陳有台数の伸びが小 さいのは,戦前機械の老朽化による燈械更新が進んだ こと,

東欧社会主義諸国への援助輸出が増大 した こと12),によるo生産の増加を支え

た要因は,(∋所管外企業数が戦前に比 して急増 し,適に生産比重は低下 してい

るものの1958年 には 294企業が約%を生産 した こと,壇)生産の専門化が進み,

専門企業が新設 され るとともに専門企業 自体の年産能力 も向上 したこと,であ

る｡このような企業組織は経済改革の本格的開始前夜の1964年まで温存 されて

い る050年代末から60年代初頭にかけて工作機械生産は量的確立 を遂げるが,

その生産基盤は一方での専門企業化 他方での所管外企業の激増 を通 じて,文

字通 り,所管外企業の能力は相変 らず小 さいままで企業数のみ増加させるとい

った外延的拡大 に特徴づけられるものであった｡

第2其即t,1960年代の転換期であるD陳有台数は60年代前半には急激に増加

し,その後 も60年代を通 じて比較的安定 した伸びを示 している｡一方,生産台

数の伸びは前期 よりも低下 し,1967年 の生産はマイナス成長であるが,そのな

かで生産蘭は上昇 している｡保萌台数の伸びは大 きいが, もっとも中心的な｣二

作機械消費部門である機械工業部門U)保有は停滞 している18㌔

この時期, この分野で も経済改革が進め られ,召即ヨ別管理原則が徹底 される

ことにより,前期に生産の主要部分を担 -,ていた所管外企業が著 しく整理 され

ている｡1964年に316あった所管外企業が65年に 198,68年に112と4年で約%

に減少 しているが,その間 1所管外企業当 りの生産が約 2倍 に増 えているO他

力,当期専門冷菓数は変 らず,年産能力の向上が認められる｡明 らかに低効率

の所管外企業の生産が専門企業に移されるとい う生産- 保有上の転換が生 じ

12) 1945146年には,チェコスログァキ7,ポーラ/ド,プルガ1)ア,ルー7ニ7,などの諸国に
納入され,1949年から朝鮮民主主義人民共和国.またインド.トルコなどへの輸出も50年代後期

に伸びている｡ CM r.3a13eJIeB,CoeemcrCoecmauFCOCTnPOeTlaea ∂fJC710Pm Cmafirf08,
((B11eum冗兄TOPrOBJTが 1958.沌7.cTp･21125

13) 1958年1115万台,1962年1360万台,1967年11と.7万台,1969年19.93万台と総保有台数が増加
するのとは対照的に停滞もしくは低下さえしているo (出所)M J.BerryandJM Cooper.
Mac】llIleLoots.ln氏 Anlann,J.M.Cooperand良,W,DavICEL(ed).TheTechnologwal

LeDelofSovietIndustry.YaleUn】versltyPress,1977,p 125,127
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ているD

第 3期は,1960年代未がら現在に至 る時期である｡保有台数の増加は前期よ

りも好調で,実に1974年度の保有台数の伸びは 1974年の生産台数の 19倍にな

-,ている｡ この高い伸び率の背景には新型機の普及 と古い機械の更新があるが,

それ以上に供給状況を考える際われわれは西欧 ･アメリカ等の先進資本主義国

か らの機械輸入が進んだこと,東欧社会主義諸国との問で分業関係が確立 し道

にソ連が鹿械輸入国となったことを考慮す る必要があろう.そのうえ機械工業

部門保有台数が増加 している14'O産業別機械配置を改善 しつつ全体の保有台数

が増大 したわけである｡か くして現在, ソ連保有機械のほぼ大半が戦後に生産

された ものであ り,保有台数の伸びは国内生産を上回っている｡ しか もより進

歩的な工作機械の代表たる数値制御工作機械 (Nc棟)の保有 も急激に増加し

ている15)｡生産台数の増加は不安定な前期に比べ改善され 生産額は70年代に

入って急騰 している｡とくに石油シ言ヅク以降 1台当りの価格上昇が 目立 ち,

世界経済, コス ト上昇の影響があったことを容易に推測する こ とが できる｡

N C機生産の本格化に伴 い 機 械の性能が 向 上 し, N C機は 1台当 り1965年

14,100ループリから1971年28,3OOループリ (同期工作機械 1台平均額の56倍)

と2倍に高騰 している｡ こ0)要因 としては,新価格表で金属などの中間財の卸

売価格が上昇 したこと, N C機の付加価値が高いといったことがあげ られ る10)D

そしてついには1978年以降生産台数と生産鮪は逆方向に推移 している｡

当期の生産を担 った企業組織の資料は必ず しも十分ではないが,68年82企業

14) 1972年1月,機械･金属加工部門で2161万台に伸びているb(出所)J]CtIO8Ctくl牝 BJTe6eAeZ〕,

C fくy3ZleI10B,Pa38amaenPOaBBO∂cmea a cooepLLLefLCmeOeaFtLteCmPy〟JnyPbL
MemaJZJ1006pa6amblea10LLie20060pyaoeafiLIH《rlnaHOBOeXO3FlflCTBO》1979.NQB,CTP

rZaPlCa
41

15) 1975年の NC既の保有台数は.72年の約26倍になっているD(出所)M JBerEyandJM

Cooper,oj･CIE,p 176
16) rBa亡WJIheB,PaBBLLmZICaCmOMa7nEZ3aL看Lla 0JWaLLLttFWCmPOeu〟a《BorIPDCLJ9KOHOMWK】1》

1974,柁7,cTP 73 ソ連の経済力と軍事九 ｢エコ/ミスト｣昭和56年10月20日号,39ページD
E 肌 rlaJITepOBTtq ⑳ cTP40-43を参照｡ この要因は工作も親杭全般にあ⊂はより.パ/L/チ.]ウ
ィッチは価格高騰の原国をノルマチ7設定がうまくいかなかったこと,高性能な機械が生産され
たことにもとめている01975年二工作儀槻1台,計画上4=.200ループリをみこんでいたが,統計よ
り推定すると,実際は約6,000ループ11であった｡
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か ら72年91企業に再び専門企業数が増加している｡77年には専門企業生産83%,

所管外企業生産17% と摘専門化により生産を増加させているOとはいえ所管外

企業の比率はけっしてとるに足 らないわけではなく,現存需要充足上不可欠な

役割を果しているとみることができようO

戦後工作機械生産 ･保有の推移を3期に区分 して考察 してきたが,全体 とし

て一貫 した量的成長をた どっているo この推移の背後には工作機械生産企業組

織-専門企業 と所管外企業があ り,それが生産発展を規定 しているのである｡

工作機械は一国の技術水準を規定しうるものであるが,さらに若干の椀種の

推移を通してソ連工作機械工業を特徴づけてみよう｡第 2蓑は保有機種構耽,

第 3表は生産機種構成を示 しているD

旋盤保有については,①1950年代後半か ら60年代に約% と高い比率を示 して

いること,㊤1970年代に比率が低下 していること,が特徴 としてあげられる｡

①にっいては自動旋盤の増加を伴い,同期の自動旋盤生産比率が 2%程度であ

ったのに対 し基本生産職場保有で約10% まで増大す るといった具合に,輸入に

第2表 保有金属切削焼構成

[注〕 1972年研削盤類計は経済計算組織,企業の保有台数(全体の約90%)についての比率である.
(出所) 1969年までと1972年研削盤類計は M IBerryandIM,Cooper,Machlnetools,ln氏

AmallnJ M Cooperand R W.DavleS(ed),TheTechnologlCatLevelof SovまeL

IndusITy,YaleUnlVerSlty Press,1977,pp 134-137 1972年以降は n A IくyJlbBell,

TcxFWTC0-37lOfLO-MtlLteCflaenPO6JWjWbEPa30umELXCJnafLfCOCmPOeILZLXNt,1975,cIP 9-
10,32.参照O
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n m rlaJITePOBHtL,IIJlafiuPOβauLLCnOmPe67iOCmLt806opyaoβauEILf,州..1972,CTP129.a)は J]CHOBCZ(柏,BJ]e6eAeB,
C lくy3Ile110Z),PaaBLlmtEeIIPOZLBeO∂cmca LLCOeCPuLeJiCn78OCajuECCmPyffJ77yPbl lulPfCa JtemaJZJW06pa6ambEBaJVLqeBD
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IO)は JGrant,SovletmaChlnetools lagg▲ngtechrLOlogyandr】sLnglmPOrtS.SovieteCOnOm= 'Zatime0/ change A
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よって旋盤の自動化が進められた と推定 されようo同様の変化は旋盤生産にも

み とめられるO旋盤生産は戦争直後の第 4次 ･第 5次 5ヶ年計画期に30rDをこ

す比率を維持して い た が, 滞 6次 .第 7次 5ヶ年計画期約%でその後再び,

65年 294%,70年 30.4%,75年 339% と高 くなっている｡この比率は休有比率

と比較 して高く,旋盤は ソ連の輸出機種になってい る17).なお,旋盤と'1-J-ル

盤は種々の加工工程を一台で作業する在来型汎用工作横桟 として機種別構成に

主柱をしめてお り,その比率は戦前同様戦後 も50%を上回るが,60年代初美耶こ

低下幌向-機榎の多様化がみ とめられる｡また大量生産に適する専用機は1950

年代半ばと70年代前半に生産が伸びている｡

次に部品などの仕上げ工程に不可欠の設備機械である研削盤の比率をみようO

｢仕上げ作業に使われる研削盤の生産に関 してソ連はまだアメリカに後れてい

る｡1970年 に,研削盤,ポリッシ盤,粗仕上げ用研削盤,仕上げ用研削盤の生

産はソ連で 33,380台,全生産の165%であったが,アメリカで88,360台,45%

であった｣18)｡1950年代末か ら70年代の研削盤生産比率は5- 7% で,同期の

保有比率は約10%と全体 として輸入に依存 してきた と思われる｡西側諸国から

の輸入工作機械総領にしめる研削盤比率をみると19),1970年483%,75年349%

と70年代に高い比率を示 しているD研削盤は生産 ･保有台数 ともに上昇傾向を

示 し,その時期は50年代後半,60年代前半,7O年代初期である.また,60年代

以降精裸横の生産比率が急上昇しているo

このように,戦後復興期に専用機生産比率が高ま り戦後の大量生産を支える

機械が創出された｡旋盤 ･ボール盤の比率は50%以上の高さで,比較的に初歩

的な機械生産を中心に据えていた とみることができ,その生産基盤は所管外企

17)1977年,日本のソ連からの工作機紙輸入鯛の414%は旋椴である(1967年では.輸入額の24.3
%.輸入台数の731%)｡イタ1)アの輸入実演では75年811%,76年494%｡(出所)｢工作機械統
計要覧｣,1967,1977,日木工lfF検械工業会.

18)rlAKyJlhBeLI,TexTullC0-9fIOfW J汀LIEleCfCaeflPO6Jle･WbEPaB紬maJTCmafLFCOCmPOefiLLH,爪,
1975,CTP12-

19) J.Gra,nt.op cまt.,P576なれ 日本からソ連への工作擁械総輸出実荻について,研削盤小計
は1967年台数比554%,金額比493%,1977年台数比140%,金餅上巳159%であるO｢工作機械統
計要覧⊥ 前抱.J*D
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業であった と思われる｡1960年代に入 り旋盤 .ボール盤比率は低下 している｡

保有構成に大きな変化はみ とめられないが,70年代に旋盤保有比率が低下 して

いるO当期専用機生産が上昇 し20',汎用機の専用機への取替えが進んだことを

うかがわせるものである｡しか も研削盤を含む精密機生産が伸び,文字通 り,

機械工業の内包的発展が進行 してきた｡

以上の経過より,われわれはきわだった特徴 として戦後 ソ連の工作機械生産

は旋懸中心の構成であるということができる｡旋盤 ･研削盤の構成比は7メリ

カの保有機構成 と比較するとき, ソ道では旋盤比率が高 く研削盤比率が低いこ

とが一層明らかになる21)Oソ連では旋盤を基礎にした=業企業づ くりがすすめ

られ,工作機械における技術革新は自動化が中心であったと結論つけられる0

-万,アメリカでは企業は生産機種を専門化 し,設備を専用故に切換えつつ精

密化をすすめ,技術革新は- レク 1､7,ニクス中心であったとみられるO旋盤生

産の伸びは保有台数の伸びを伴い,工作機械の大量生産 ･消費を構成するが,

対照的に研削盤については保有比率よ り生産比率が低いO ソ連の国内生産では

十分に研削盤需要をみたしきれていないわけである｡NC機や研削盤が生産,

消費にしめる比率が小さく,依然 として旋盤が中心で,その自動化がさしあた

っての主要課題 となっていることが戦後 ソ連の工業化を特徴づけているC.仕上

げ工程 を軽視した工業化こそ戦後⊥業化の奇型的ともいえる側面を反映 してい

るといえよう｡

いまひとつ NC 機生産の特徴的推移をみようoNC (numerlCalcolltrOl)鶴

20) 1981年,専門工作機械工場で33.000台の専用機が生産された01980年から85年に,専用地生産
は,生産台数上E.率で191%から253%に.生産額比率で406%から424%に伸びる予定である｡
CM らBanE,MOHT,cm aftKOCJnPOELmC･abfiaRaLITLCmPymefimaJibTla.q nPOMbLLuJWfifLOCJnb♂
0∂LIFLIia∂qanZO正fZFmuJ2emTCe((nJIEIHOBOe XO3只放CTZ30》1982,J鳩5.CTP.3,9.

21) 7メリカ機械工業における保有腰板成ほ,旋盤1958年215%,68年21.0%,73年209%,研削
盤類58年385% (17.2%).68年412% (201%), 73年41520'､(19_6%)と研削盤の比率は高いo

()内は研削盤のみを示す｡(出所)M IBefryandJM C()oper,o♪cit,pp1341137 こ

れに対して.ソ連C,)保屯o)状況は.｢金属工作機械の保有台数のうちでは.荒削りの基鰐的作業
のための機械 (まず第一に旋盤,それから平削り･立削り盤,ギアカッター等)の比重が高く,
仕上げ用および複雑な作業用の機械(糖密=作磯風 研磨盤,ホ-二ング盤等)の割合は非常に
低い｣｡コメコン諸国の憐械工業の発展 ｢ソ連東欧貿易調査月経｣,19B2年8月.68ページ｡
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は,制御装置と工作機械の複合製品で機械加工の省力化,生産性向上,多品種

生産に寄与するものであるOアメ リカでは戦後航空焼部品加工用に開発され広

汎に利用されている｡

ソ連では1949年に研究を開始し,58年ブリュッセル博覧会以降発展 し始める

が,当初の発展は遅々とした ものである｡ クーパー (J M .Cooper) による

と22),その原因は,①それが工作機械 と電子工学両部門の境界上の生産で,両

省の協同が管理｣_rT]滑に進まず,さらに電了工学部門自体後れて い た こ と,

@研究 と生産が分離 し標準化が後れたこと,④50年代末,60年代初期にユニッ

ト･組立工作機械のキャソペーソがあ り,それによ り中小量オー Tlメ化が可能

となり,その結果NC機生産がおさ女られたこと,(む戦後68年まで,技術導入

について西側の影響力が小さかったこと,であるO このうち①(むは,縦割 り行

政を反映してお り,実にNC機生産は工作機械全体 と比較 して所管外企業の比

重は大 きい｡こうした事情は,NC磯を利用する他の工業諸国にも少なか らず

みられるものであるが, ソ連では特に強 く作用 し,本格的展開をとけるのは68

年の政府決定23)以降である068年にNC磯生産は転機を迎え,海外からの技術

導入に依存 しながらも24)自立的発展の道を歩んできているO工作機械 ･工具工

業省,航空機工業省,電子工業省がその発展を支え,なかでも航空機工業省の

位置は大きいと思われるが,それでも計画通 り生産の増加を達成できずにいる｡

た とえば,1975年の生産は5,800-5,900台とみこまれたが業際は 5,545台 であ

った｡現在,総生産台数比では80年3.3% (総額比19.2%)か ら85年 10.3% (同

268.%)へ と急速な生産増がみこまれている25㌧ NC磯保有は,72年7,Goo台,

22)M JBerryandJM CocIper,ibid,pp163-167
23)1968年5凡 ′てイパコフ国家計画委負会議長が,全ソ経済会議で次期 (71-75年)5ケ年計画

の錬磨として,技術進歩と労働生産性の向上,外国の先進的な技術を最大限に利用する方針を強
調した｡それは. 1.各産業部門での技術発展計画は5年ないしそれ以上の長期計画が必要
になろう.この場合,外国の先i笠的な技術を最大限に利用することがみこまれているD･Ired
本経済新関｣,昭和43年5月15日付.参府,

24) クーパーによると,フランス,四ドイツ.日本, との協定を結ぶだけでなく,71年のCMEA

第25回大会では,NC機の研究,開発,生産を含む給食プ1=グラムが採択されている｡CfM J.
BerryandJM CoopeE,ibid,p170

25) 6 Ⅰ弓8TlTIMOHT,〟- 3 CDEL,けP9
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73年 10,800台,75年2万台と70年代に入って伸びているが,たとえば1976年西

側諸国からのNC棟輸入9,590万 ドル (全体の341%) といった具合いになお

国内生産は大きく不足 している 26'C.

しかも NC磯のなかで,NC フライス盤,NC 旋盤の生産は比較的多く,工

作磯械工業での配置の50%以上がNC旋盤であるOそしてこの比率は先の生産

構成の特徴に合致するものでもあるOマシニングセンター (MC) は NC機の

機種のひとつであるが,工作物の取付けがえをせずに作業できる自動工具交換

装置を保有 した機械で,｣二作機械の最先端にある｡MCは60年代以降生産を開

始したが,依然生産量はわずかである (74年 NC 機生産 台数の5%以下,約

200台)27)｡

また生産の担い手たる企業組織をみるならば且8),生産が開始された60年代後

半には生産台数の約R0%が専門企業でつ くられたが,生産が本格化 した70年代

には約60%に低下するというように,所管外企業にかなり依存 している｡

以上のようにN C機の今Elの発展水準は,技術的には規格,互換性の側面を

考慮したうえで,西側企業 との協力やコメコン諸国との協力を展望することに

よって格差と後れを克服する段階に至っているo Lかし,問題はまさにその先

にあるといってよいo ソ連は工作機械分野でも計画経済の特徴をいかすことに

よって, NC機やM Cの開発 ･生産に一定の成功をなしとげてきたわけである

が,この開発- 生産過程には万能型企業の存在 と企業間の有効な技術的 .経

済的連関の部門別寸断といった問題が横たわっていたOそして,この問題は計

画化 .管理機借のあり方と不可分に結びつ くもので,いいかえると,管理機構

の変化が戦後工業化過程を画したことを示している｡

26) Cf.J.Grant,opcILt,p.576.M.IBerryandI.M Cooper,opcit,p176
27) M.I.BerryandJ.M Cooper,lbld,pp.174-181 クーパーによると,NC超毛生産台数中

NC旋盤は35%,NCフライス盤は35%.NC中ぐり盤･ボール盤は25%,MC他は5%をしめ
ていた.同年のMC生産は日本で577台,7メl)カで1.692台であった｡

28) M.JBerryandJ.M.Cooper.lblld.,p 169.
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ⅠⅤ 工作機械消費と企業組織

ソ連の工業設備を研究しているパルテロヴィッチは, ソ連では汎用旋盤,フ

ライス盤といった切断機能をもった設備への需要が水増 しされ保有台数が多い

のに対 し,アメリカでは,①工作物の質が高いので粗仕上げ加工用の9]削設備

は少なくてすみ,場合によっては研削盤によって直接に工作物を加工できるこ

と,㊤ ′メリカo)多 くo)工業製品の仕上げ水準はソ連よりも高いこと,に規定

されて研削盤比率が高 くなっていると論 じている29)Oソ連では精密な工作物が

少なく,その結果仕上げ加工が粗いというわけである｡むろん研削盤比率は着

実に上昇しているが,部品加工用の研削盤を中心にしてそれがなお重要な生産

課題であることは疑いない｡さらに万能型企業形成 も旋盤- 研削盤構成がっ

くられた要因になっている｡万能型企業は自己の企業組.織中に必要以上に多く

の小職場をかかえこむた桝 こ,切削機能中心の旋盤が企業内に分散的に多数設

置されることとなった｡

また,超音波加工機,放電加工機のような磯種の保有は,62年の2,000台か

ら72年の9,700台に伸びているが, 利用面では69年に超音波加工枚のうち30%,

電気腐食機では23%が稼動せず,保有台数の増加は利用の伸びにつながってい

ない80)0NC枚の利用水準も低く,専門家不足,プログラム作成 ･部品選択 .

調整の田津さ,工作物 ･工具の不適当な質がその要因となっている｡各企業は

''威信"のためにNC磯を導入し,しかも機械は多 くの工場に分散しているわ

けで,大規模な専門職区や職場での機械の一定の集榎の際にのみ有効に機能す

るといった状態であるmo

パルテTlヴィッチは磯城全体の利用に大 きな欠陥が存在していると指摘 して

29) A M r18JlTepOBIM ㊨ cTp 128-129

30) rO I(aJ)TTLLWHa,A fくpat(oBCmil,BoJIPOCu JWD〟LueFILtR B車中cFTmLtefLOCmu nPOa380∂cmoa

prAEauLLLFLOCJnPOe〟はLHtT]ec,=- ETA,-妃THKm)1971･沌3･cTp ユ2･

31) A.m rTaJITePOB胴 ,yJUtlELLeJLaCuCnOJgb300afiLtR O6opy∂08afiaR a 〟aLLEuliOCntPOeflaLB

<くBorTPOCh197(OEIOMMKⅥ111978,J屯5,cTP･54-
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いる32)Oこれによるとソ連では非稼動機械が比較的多く,その主要国は,労働

者が不足していること,および資材 ･部品 ･工具 ･エネルギーなどの不足とい

った流通上の問題にあるo Lたがって保有台数と実際の機械稼動量の間には大

きなギャップが存在することとなる.たとえば,旋盤は稼動放比率の方が保=有

台数比率よりも高 く,逆に研削盤,歯串研削盤は保有台数比率の方が楳動機比

率よりも向い 88㌔ 研削盤は保有台数のj:E:率が小さいうえに実働比率がなお小さ

いわけである｡この不一致は全体をおしなべてみたもO-)で,各工場 ･職場をと

れば不一致がさらに大 きいという場合 もあることが容易に推定されよう｡

旋盤- 研削盤という ｢一定｣=程の性格を規定する機械は,保有 ･生産以

上に稼動面でさらに大 きな差をもつ.労働者一 労働手段の配置は旧態依然の

万能型命業と縦割 り行政下の所管外17>業にもとづ く以上 機械稼動問題を単な

る労働力不足や流通面の乱れにのみ解消できないと思われるD

次に工作機械経過年数構成を考察しよう34)01972年 1月現在,保有工作機械

台数において,構成は5年未満 33.1%, 5-10年 26.9%,10-20年 256%,20

年以上 144%であるOソ連では10年未満の枚械比率は1940年に71% と高かった

が,戦後50年代は50%未満の比率で主に戦前の機械に依存 していた｡しかし,

60年代から今日に至るまで55%前後の水準で,安定的な機械供給にもとついた

工業化をすすめている｡同比率は62年 573%,72年60% と,68年のアメリカの

37% と比較して高い｡

さて62年と72年を比べると年数の低い機械 (10年未満)の比率が増大 してい

るが,20年以上の磯株比率は62年の226%から72年の144=%に激減しているO

この10年間に機械cr)若返 り,更新85'が進行したo)である.72年o)5年未満の磯

32) A M HaJtTepO73Htl㊨ cTp･162-168
33)A M IlaLnTepCIBⅥ.i ㊨ CTP166.7工作枚械工場の機械保有比亀 年間加工槻槻量比重は,

旋盤について,1958年208%,25.2%,1966年188%.276%,研削盤について,1958年129%.
142%.1966年149%,140%という格差がある.

34) 以下の年数構成は,Am-rTaJtTePOJ3rlZl@ eTp110-117,rTAKyJIJ,Bell,yXa3COEE,CTp9-
11,M.JBerryandIM Cooper,op.cll,p128,｢工作機械統計要覧｣昭和42年,前掲吾.

319ページを参臆した｡
35) A Nl rlanTepOZ]HIJ㊨ CTP-24 パルテロヴィッチは磯械工菜での工作機械の平均依却期間/
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械比率を鶴種別にみると,旋盤は397%,研削盤は337% とほぼ平均値に等 し

いO超音波,放電,電気化学加工機 といった機種はきわだって年数の低い機械

が多 く,50%前後であるo このように全体 として更新期間が長いうえに僻枕の

経過年数は低い｡

ところが現在年数の低い機械の比率が低下 していることが問題に な っ て い

る36)O機械製作省のなかで1967年か ら76年に 5年未満の機械は0.77倍に減少 し,

10年以上の機械は 1.6倍に増加 した｡ こU-)現象は新技術導入による償却期間の

延長に対する機械消費企業の防禦反応を反映 してお り,不完全な労働手段の構

成をもたらしている｡

以上の①切断機能に対する水増 し,①吸行的な低稼動率,伝)技術進歩に沿わ

ない年数構成, といった問題を企業- 部門- 国民経済 レベルで位置づけて

::ーよう.

第 1に,企業における工作機械設置状況である｡ ソ連の機械工業企業は大 き

くは基本生産職場 と補助生産職場 (前工程的職場や修理職場を含む)か らなっ

ていて,第 4表は両職場におけ引幾械設置酉己分を示 している.表にみるとお り,

第4表 基本生産一 補助生産職場設置機械構成

(出所〕 1973年までは M J BerryandJ,M Cooper,MachlnetOOIs,h R Arr)ann.J.M
Cooperand良 W.DavleS(ed),TheTechnoZoglCEZILevelof SovleLIndustry,Yale

Un】vers】tyPress,1977,p 1271975年は H cfWJlb308aFtuenPOu300∂cmeeFt〟OW O6opy-

∂uuafiElH FLU〝PeOruJE川 m aRX〟aLLLafiOCfnPOa/7u'JEbftbE･r̂ta托aCmCPCmO((BecTEITlKCTaTJICI

TIIKtI))1976.N4,CTp 93

＼は16年 と指摘 IJてい る｡

36) A M naJlTeE)DEmtl. TcxFE粥 CCFCLtaflPOZPeCCa 仇aafiLEPOeafWeCmPy〝myPbLOPy∂LE戊

mpy∂a《BorTPOCじl5ⅠくOt一〇MLtTtIl》1979,Ni2,cTP36-37
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ここでは2 1の比重が一貫 して維持されている｡ これを機械工業部門外でみ

ると,補助職場比がなお高 くなることは疑いない｡また,この資料は経済改革

以後のものであるが,それ以前の時期につ い て も補助職場の保有比重は大 き

い87)｡戦後工業化の中で設備は万能型に-補助生産にも重点的に配置,利用さ

れてきたが,基本的にはそれが放置されたまま手を加えずに,全体の保有台数

を伸ば してきたのである｡この状況下で肥大化 した⊥程が自己完結的にな り,

遊休設備が増大 してお り, とくに補助生産職場では効率的倣概の普及はむ デか

しい｡

第 2に,大量の機械群が どのような部門で消費されているか という点である｡

部門消費水準は,生産- 消費の連関,工業管理原則を反映 し,安定的で効率

的な計画を立秦するうえで欠 くことのできない指厚である｡現在,部門別管理

原則にもとっいて資源が配分 されているが,第 5表は1966年,68年の切削機の

省 ･庁別離分を示 している｡これによると,経済改革のすすむ60年代後半期に

切削機配分の約半数が機械工業郡門外で消費されている｡機械工業の配分･比重

が小さいことは,アメリカとの県有台数の相違を反映 し, ソ連では大量設備が

第 5表 1966年,1968年フォ/ド所有グループ別金属切削機配分

(対全納入.%)

年 度 l 1966 1 1968

也械工業 ･金属加工業関係省庁

非機械=業部門省庁1)

ノ良 策

非 工 業 省 庁

連邦構成共和国閣僚会議(農業向け除く)2】

輸出,その他の消費者

〔注〕 1) 当該建設組織.全ソ主要定数協会を含む｡
2) 地方=菜,輸送.修理必需品等用の設置o

(出所)A JvlnaJITePOBHq,17JWFE〟POeaftLEe710mPC6TLOCJnu0O6opyaoea〟ECFE,

爪,1972,cTp106

37) A NtnaJITepC･BIm㊤CTP-107･1962年,機械工業企業のみに限ると,比豆は小さいが,全金
属切削棟促有の約64%が補助生産職場に位置していたO
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必要になるO設備は輸送部門,建設部門などにも設置され88),また桑葉省庁も

高い比率をしめている｡

部門消費水準は72年の機械工業部門陳有 216.1万台 (全体の55%) と大きな

変化はなく現在 もこの水準を保持 している｡機械工業部門には必ずしも高比率

でない燐械配置は,機械=業以外の部門で切削などの工程が配置されるという

きわめて自足的な吉E;門形成の一端を示 し,その展開こそ縦割 り行政による所管

外企業cr)確固たる位置なのであるOとりわけ,工作磯枕の利用は生産する工場

と配置される工場の両名に依存し,NC機利用は制御装置等をつ くる電子工学

企業やプログラム作成セ ソクー,専門家などに依存しているので,部門消費水

準の与える影聖賢も大 きい｡

これまでは生産と需要 とを切 り離して考察してきたが,では実際両者はどの

ような相関にあるのだろうかn 第 6蓑は工作機械生産を国民経済の需要,計軌

実績の関連の中でとらえたものである｡この関係は計画達成度 (実績値/計画

値)と需要充足度 (芙街値/需要値)に示されるD経済改革前の1959-65年の

時期,生産全胆についてはいずれの度数も約80% (93.1%,74.4%) を達成し

ている｡これを横種別にみると, 旋盤, フライス盤の計画達成度 (1106%,
87.1%)と需要充足度 (947%,743%) は比較的高いのに対し, 研削盤の而

度数はともに低いことが確認される (737%,39.5%)｡旋盤の生産計酎 まはぼ

達成され需要をみたしえたが,研削盤は生産計画はもちろん需要 も半分程度し

かみたされていないのである.しかも研削盤は生産計画自体低 く見積 られてい

ることが注E]されるoその計画値/需要値は537%である｡いまやわれわれは

研削盤- 旋塩の対照白勺な位置を,計画 ･生産 ･需要 ･保有 ･稼動の全体にわ

たって確認 したわけである｡

さらに需要- 引画上,消費者 (企兼)の申告している需要と実際の需要が

38)月 肌.rlanTePODtltl㊧ CTPICr3-106アメl)カではユ962年機械工業関連外の保有台数比率は22
%余りである｡また.ソ連では1962年保有台数比率568%.66年術についての比率594%が機械
工業部門に配分され,省庁別配分3:りも若干多い.1966年,街についての配分比率は輸送部門3
%,建設部門6%と比較的同い｡
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弟 6表 1965年, ソ連における工作機械の需要 ･計画 ･実績侶

(1959-65年)

需要(A) 計@(B) 実演(C) 喜(%) t去(潔)

タ L/ ツ ト 盤 11自動 .半 自動 盤 10中 ぐ り 盤 5ボ ー ル 盤 35平 削 盤,立 削 盤 42010090013000550 41873202513120 75148286978035160 ) 55.54.73.228.34j1.522.33_512_3ll.026.1 110.666.294_198_3102.4187.587.171_473.7229.268.787.793.1 94.747.062.780.986.0ブ ロ ー チ 盤 1フ ラ イ ス 盤 30歯 切 盤 6研 削 盤 . 3工 具 研 削 盤特聖 二禦 二 ド 3 78.974.358.339.5118_368.768.074.4

〔注〕 (勾～(C)は ×1,000台

(出所)M JBeEryandJ.M CoopeE,Machlnetools,inR Amann.J.M Cooper

and氏 W DavleS(ed),TheTech7WlogtcalLevelofSovietIndustry,Yale

UnlVerSityPress.1977,p 155 より作成した.

一致 していないことにとくに注意 しなければならない｡この現象をひきおこす

要因は,実際に設置されている設備の利用上予備が考慮されていないことや必

要な情報が不足 し企業威信や仮想需要が存在していることである39'｡

以上 3側面での機械消費上の問題点は企業組織に関わるところが大 きいが,

現在技術革新分野にとくに集中的にみ とめられる｡技術導入は減価償却期間を

延長 し,現操業企業には不利な場合が多く,これに対 しパルテログ.1,すが,

39) CMA Nt IlaJITePOELHtl,TexfiaELeC,(･Z,ZnpoZeCLIZl ,CrrP 40,JIJiaFuLpOeaTLEEemeXILa

zLccfE030nPOZPeCCLlaC"cmeJWbLJWauLuFL《BoIIPOCbI5KOHOW mZ))1976,州3,CTP48･パルテ ロ

ケ,TYチば,申告需要と実際の需要とが一致しない例として旋盤の過剰申告をあげているU
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行政上ないし管理上の手直しではなく,工場間技術移転への利害関心のひき上

げ,報酬拡大といった経済的処方等を政策の中心に据えることを主張している

点は注意されねばならない｡既存組織の温存と進展する需要の間でなお微温的

な改革が中心とならざるをえないのである｡

V 由 わ り に

ソ連工作機械工業は,所管外企業が専門生産能力の不足を補完するというか

たちで国内市場で重要な役割を演 じたこと,万能型企業が形成され企業内部の

分業が拡大し工程が肥大化したことに規定されて発展してきた｡硬直的な縦割

り行政 と国内消費水準の間には適合性が欠如していたが,万能型/企業が両者を

結びつけてきたのである∩このような企業組織は,生産だけでなく消費 ･機種

選択へときわめて広範な作用を及ぼし,ソ連独自の工業化-機械工業発展過程

をもたらした｡

戦前1937-38年に一応の確立をとげた工作機槻工業は,一旦戦争で破壊され

たが,所管外企業化と専門企業化の並行的展開により戦後50年代末から60年代

初頭に畳の上で再度確立した｡1960年代には生産の増加傾向にかげ りがみられ

るが,この時期の専門企業化が手直されることなく所管外企業の整理が進行 し

た｡ この動 きはいいかえると企業管理の効率化に他ならず,その意味でそれは

経済改革の一局面 ということができよう｡

1960年代未から生産額,保有台数は著 しく増加し,現在,確実な情報を基贋

にして機械の生産台数のみならず,機種選択から稼動,アフターケア,修理ま

で視野に収ゆた計画をたてる時期に至っているO生産の社会化,技術進歩の進

展下で,部門だけでなく企業,=程に関しても再び専門化がみ とめられ40),早

に外延的拡大のため専門企業数を増加させた50年代末 とは時代を画する機械生

産 ･消費水準にある｡ しかし,あくまで万能型企業は,行政と国内消費の不適

合性のもとで機枕の生産から流通 ･利用にまたが1て,単気前以来一貫して維持

40) 生産の社会化と専門化の進展に関しては,芦田文夫,Fu掲膏36-J16ペ-ジを春風｡
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されている以上,現行の経済改革 も微温的にならざるをえない.

さて,本稿で中心的に扱った万能型企業は分業の統合 と工程の分割の相関で

とらえられるO生産力の展開の中で企業内で分割された生産は,一定水準で集

中的に社会的に特化されるDソ連の万能型企業は,革命 .建設過程での=美化

の展開のなかで,特殊な体系 としてつくられ,それは短期的には適合的なもの

であったが,一方,分化- 統合が円滑に進まず,戦争で国定化され,今Elま

で温存されてきたDしか し,戦後=業化にもとづ く現代的生産力を土台にして

万能型企業が再編され,分化と統合が他の諸改革 とともに達成されるなら,新

たな社会主義経済発展の段F皆を展望することができようoLか も,現存の万能

型企業はさまざまな制約,後れた両をもつとはいえ,総合約 ･一貫的性格をも

つ以上,労働者の発達,計画の総合性 といった面で大 きな意義をもっている｡

したがって,万能型企業のもつ有効性や部門の社会的自立性は,今後の社会主

義経済の展開の規定的要田のひとつとなるであろう｡

(1982年11月稿)


